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5.水門 

5.1 総則 

総説 

本章は、東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震・津波対策として整備する津波水門の設計を実施す

るために必要な技術的事項をとりまとめたものである。

本マニュアルに記載がない事項については、関連基準と参考資料に従うものとする。

機能と構造 

水門は、河川・海岸堤防の一部として、背後にある人命・資産を高潮、津波及び波浪から防護す

るとともに、計画高水位（高潮区間にあっては計画高潮位及びレベル１津波堤防区間にあっては施設

設計上の津波高）以下の水位の流水の作用に対して安全な構造とする。津波対策として新規に設置す

る水門では、施設の重要性、地震による影響を考慮しながら、構造上の工夫を施すものとする。

解説 

水門は「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12 年 1月」、「改訂新版 建設省河川砂防技術

基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10 月」、「河川構造物の耐震性能照査指針 平成 24 年 2 月」、

「海岸保全施設技術上の基準・同解説 平成 16 年 6月」に準拠した構造とし、以下の事項に配慮す

る。

1．水理条件

2．基礎地盤の条件（液状化、圧密沈下等）

3．地震の影響

4．水門下部、側部の土砂流動による土砂の吸出し

5.．洪水流下時の河床洗掘

6．ゲート開時の流水による河床洗掘

7．施工条件

8．その他

また、上記の他に津波防御施設として以下の事項にも配慮した設計を行う。

1．津波による荷重条件（設計津波）

2．津波襲来時の水門下部、側部の土砂流動による土砂の吸出し

3．引き波時の荷重

5-3



出典：「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」、

「堰の設計 平成 2年 1月」など。

名称 機能 

①床版
・上部荷重を安全確実に支持し、ゲートの水密性を確

保でき、堰柱間の水叩きの効果を果たす。

②堰柱 ・上部荷重及び水圧を安全に床版に伝える。

③門柱

・上部荷重を安全に堰柱に伝える。

・天端高は、ゲート全開時のゲート下端高に、ゲート

の高さ及びゲートの管理に必要な高さを加えた値

となる。

④ゲート操作台

及び操作室

・ゲート操作用開閉機、操作盤等の機器を設置する台

とその維持管理の為の室。

⑤胸壁

・主に本体側面部の土粒子の移動及び吸出しを防止す

るとともに､翼壁の破損等による堤防の崩壊を、一

時的に防止する。

⑥翼壁
・洪水を安全に放流するための本川（海岸を含む）と

本体及び本体と支川の接続水路。

⑦水叩き
・洪水あるいはゲート開時の流水による河床洗掘の防

止し、本体の安全を保つ

⑧護床工

・洪水あるいはゲート開時の流水による河床洗掘の防

止機能を持つとともに、河床・海岸との接続水叩き

と河床及び海岸の間に設置される緩衝部材

⑨遮水工
・洪水時あるいは津波時の水門下部、側部の土砂流動

による土砂の吸出し防止。

⑩ゲート ・高潮あるいは津波の防御。

⑪管理橋 ・水門維持管理時の作業スペース及び管理用通路。

⑫カーテン

ウォール

・ゲート扉体面積縮小のために、ゲートの代わりに設

置される部材（壁）で、当該河川の計画高水位が本

川の計画高水位、又は計画高潮位と比較して相当低

い場合で通船に影響のない場合において設ける。
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適用の範囲 

本マニュアルは、レベル１津波堤防区間に設置する水管理国土保全局所管の水門（レベル１津波対

応施設）に適用する。

解説 

本マニュアルで対象とする水門は、レベル１津波堤防区間に設置される水門を対象とし、河川

の支川合流部に設置される水門は対象としない。

河川の支川合流部に設置される水門については、「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12
年 1 月」ならびに「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」に準拠し設

計するものとする。

設計フローチャート 

図 5.1.1 設計フローチャート 

START 

基礎地盤の検討 

基礎の設計 

基本事項の決定（位置、敷高、断面等） 

END 

構造設計 

レベル2耐震設計 

水門構造の決定 
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5.2 基本事項 

位置 

水門の位置は、水門を設置する海岸堤防法線及び河川堤防法線を考慮して決定する。

解説 

水門の位置は堤防法線に対して直角とし、津波衝突時の水理現象を複雑化させないよう、でき

るだけ接続する海岸堤防及び河川堤防の法線に合わせる。

図 5.2.1 水門位置 

敷高 

水門の敷高は、水門を設置する河川の計画河床高より決定する。

また、河川への魚類の遡上や舟運を考慮し、水深を確保する必要がある場合には、敷高を低くす

る等の調整をする。

解説 

水門の敷高は、河川の計画河床高以下となるよう設定する。

地震により広域的な地盤沈下が生じている場合には、必要に応じて河川計画の見直しを行い、

新たに設定した河床高、計画高水位等を施設計画の諸元に反映させる。

漁業権あるいは船舶航行が設定されている河川では、魚類の遡上あるいは船舶の航行を考慮し、

水門敷高を低くする箇所を設けるなどの工夫を行う。
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断面及び径間長、径間割 

水門の断面、径間長、径間割は、「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12年 1月」に準拠し、

河川の計画断面及び通水能力（阻害率）を考慮し決定する。

解説 

水門の断面は「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成12 年 1月（p244）」に準拠し、河川の計

画高水位以下の洪水の流下を妨げないものとし、計画高水位幅以上の水門幅とすることを基本と

する。

上記水門幅での水門断面積が計画河道断面積に対して1:1.3以上となる場合には、1:1.3となる位

置まで水門幅を縮小することができる。

図 5.2.2 水門の断面説明図（流下断面積が1:1.3以内の場合） 

出典：「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成12年1月」p244 

径間長、径間割についても「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12 年 1 月」に準拠し、計

画流量に応じた最小径間長を確保する。（全長が 30m 未満の場合は径間長を 12.5m 以上とするこ

とができる。「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12 年 1 月（p195）」）
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図 5.2.3 可動堰の可動部の径間長 

出典：「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成12年1月」p195 

中間堰柱による阻害率は、「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12 年 1 月（p186）」より、

川幅の 10%程度以下を目安とする。やむを得ずこれを超える場合には、堰柱によるせき上げ、背

水の計算を行い、上流の水位に与える影響を検討し、場合により河積拡大の措置を講ずる必要が

ある。
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図 5.2.4 中間堰柱による阻害率 抜粋 

出典：「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12 年 1月」p186,187 
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図 5.2.4 中間堰柱による阻害率 抜粋 

出典：「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12 年 1月」p186,187 
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ゲートの下端高と上端高、カーテンウォールの下端高と上端高 

ゲート引上げ時の下端高及びカーテンウォールの下端高は、河川の計画堤防高（自己流 HWL＋余

裕高）以上で、当該地点における河川の両側堤防高のいずれか高い方の高さを下回らないものとする。

ただし、堤防がレベル１津波対応で整備されており、河川の計画堤防高（自己流 HWL＋余裕高）に

対して、堤防高が十分高い場合には、施設管理者と協議して決定する。

ゲート天端高及びカーテンウォール天端高は、施設計画上の津波高であるレベル１津波水位（計画

高潮位で決まる場合には、計画高潮堤防高）＋余裕高以上とする。

解説 

宮城県沿岸にはチリ津波対応にて堤防整備が行われている区間もあり、当該区間の堤防は河川

の計画高水流量に対して十分余裕をもった堤防高となっている。このため、既設堤防が津波堤防

で整備されている区間に設ける津波水門のゲート引上げ時下端高及びカーテンウォール下端高に

ついては、施設管理者との協議により決定するものとした。

ゲート天端高及びカーテンウォール天端高は、レベル１津波計画堤防高を基本とするが、高潮

に対する必要堤防高が高い場合は高潮堤防高を採用し天端高を設定する。

図 5.2.5 水門の断面説明図 

出典：「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成9年10月」

p109に加筆

▽ L1 津波計画堤防高（計画高潮堤防高）

▽ ①自己流HWL＋余裕高
②既設堤防高
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基本諸元 

水門の基本諸元は、本基準により設定した水位条件・必要高さ等を考慮し、「改訂新版 河川砂防

技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10 月」を参考に適切に設定し、十分な強度と耐久性を有する

構造とする。

解説

水門構造の基本構成及び各部の名称は、下図による。

図 5.2.6 水門の各部の名称 

出典：「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ

平成 9年 10 月」p108 

基本的な諸元に関しては、「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」

ならびに「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12 年 1 月」を参考に検討・決定することを基

本とする。
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(1) 構造形式 

水門の本体及びゲートは十分な強度と耐久性を有する構造とし、水門の規模、地質条件、構造性、

施工性、経済性等を考慮し決定する。

解説 

水門の本体の形式は、一般に次に示すものが用いられている。

図 5.2.7 水門の本体の形式 

出典：「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ

平成 9年 10 月」p110 

水門の本体の形式は、小規模なものは箱形、大規模なものは逆Ｔ型となり、中間のものはＵ

型としている場合が多いが、基礎地盤の良否、施工性、事業費等を考慮して決定する。

規模の目安としての径間長は、「許可工作物技術審査の手引き チェックリスト 平成 23 年 5
月（p3-3）」において以下のとおり示されている。

箱 形      B≦10ｍ 

Ｕ 型  10ｍ≦B≦20ｍ 

逆Ｔ型  20ｍ≦B 
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(2) 遮水工 

水門には、水門下部及び側面の土砂流動と洗掘による土砂の吸出しを防止するために、適切な

遮水工を設けるものとする。

解説

水門に設ける遮水工は、内外水位差による浸透水の動水勾配を減少させ、水門下部及び側面

の土砂流動と洗掘による土砂の吸い出しを防止するため設ける。

遮水矢板の形式は、Ⅱw 型とハット型 10Hなどについて経済性比較を行い決定する。

遮水矢板は、本体と分離しないよう配慮してヒゲ鉄筋を配置するほか、水平方向に設ける遮

水矢板は、必要に応じて可とう性を有する構造とする。

図 5.2.8 鋼矢板にヒゲ鉄筋を用いた例 

出典：「柔構造樋門設計の手引き 平成 10 年 11 月」p102 

遮水工の深さ、水平方向の長さ、設置位置は、レインの式による加重クリープ比の計算及び

開削幅等を十分検討のうえ決定する。

図 5.2.9 水門しゃ水矢板の配置 

出典：「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ

平成 9年 10 月」p113 
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遮水工の検討に用いる内外水位差ΔHは、①高潮時ΔH1，②レベル１津波時ΔH2のうち大き

い値を用いることを基本とする。

レベル１津波時は、地震発生後の引き波を想定し堤内水位を水門敷高とする。

①高潮時

 ΔH1＝計画高潮位－朔望平均干潮位（もしくは水門敷高の高い方）

②レベル１津波時

 ΔH2＝レベル１津波水位－水門敷高

図 5.2.10 レインの加重クリープによる方法 

出典：「柔構造樋門設計の手引き 平成 10 年 11 月」p189 

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」、「柔構造樋門設計の手

引き 平成 10 年 11 月」による。
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(3) 胸壁 

胸壁は、本体と堤防間の土粒子の移動及び吸い出しを防止するとともに、翼壁の破損等による

堤防の崩壊を一時的に防止する構造となるよう設計するものとする。

解説

胸壁は、浸透経路長を長くし、本体と堤防間の土粒子の移動及び吸い出しを防止するととも

に、翼壁の破損等による堤防の崩壊を一時的に防止するためのものである。

胸壁は、本体と一体とした構造とし、かつ、土圧等に対して自立できるよう設計するものと

する。

胸壁の天端は、計画堤防断面内を標準とし堤防護岸を考慮して決定する。

胸壁の長さは、土砂の吸い出し、一時的な崩壊防止等を考慮のうえ、胸壁の高さの半分以上

の長さで、必要な長さを確保するものとする。

図 5.2.11 水門における胸壁部 

出典：「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ

平成 9年 10 月」p108 

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月）」による。
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(4) 水叩き、護床工 

本体の上下流には水叩きを設けるものとする。

水叩きは、水門本体の安全を保つために必要な長さと構造を有するものとする。

水叩きの上下流には護床工を設けるものとし、その構造は屈とう性を有するものとする。

解説 

水叩きは、一般に鉄筋コンクリート構造とすることが多いが、揚圧力が大きく明らかに不経

済となる状況においては、揚圧力軽減を図る構造（根固工等を利用）とすることができる。

水叩きの長さは、翼壁が堤防の一部であることを考慮して、内外水位差による浸透水、ゲー

ト操作の影響による洗掘等により翼壁が破損しないよう、翼壁と同一の長さとし、遮水工と併

せて必要となる浸透経路長を満足するよう計画する。

水叩きを鉄筋コンクリート構造としたときの床版との継手は、水密でかつ不同沈下にも対応

できる構造として設計する。

図 5.2.12 継手例 抜粋 

出典：「堰の設計 平成 1年 12 月」p112 

水叩きを直接河床に接続させると、洗掘による深掘れなどを生ずる危険性が考えられるので、

水叩きに接続して屈とう性のある護床工を設ける。

水叩き上下流の護床工長は、ゲート操作時に発生する内外水位差及びゲート開操作時の下部

流出（アンダーフロー）を考慮し適切に設定する。

護床工長の検討は、「床止めの構造設計手引き 平成 10 年 12 月」及び「水理公式集 平成 11
年版 平成 11 年 11 月」などを参考としてよい。

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」「床止めの構造設計手引

き 平成 10 年 12 月」による。
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(5) 翼壁 

翼壁は、原則として本体と分離した構造として設計するものとする。

解説

翼壁は、本体と分離した構造とするが、その継手は可とう性のある止水板及び伸縮材を用い

て、構造上変位が生じても水密性が確保できるようにするものとする。

翼壁の平面形は、「5.2.5 基本諸元」に示すようにすることを標準とするが、海岸堤防及び接

続する河川の状況を考慮して決定するものとする。

翼壁の天端高は、計画堤防断面又は施工断面に合わせる。また、端部は接続する河川及び水

路の洗掘等を考慮して、堤防に平行に取付水路の護岸の範囲又は翼壁端部の壁高に 1m を加えた

値以上嵌入する。

翼壁の構造形式は、本体の構造形式と同様に、「5.2.5 (1) 構造形式」に示す底版幅を目安とし

てＵ型構造あるいは逆Ｔ型構造を選定してよい。

図 5.2.13 翼壁の範囲 

図 5.2.14 翼壁の範囲 

出典：「柔構造樋門設計の手引き 平成 10 年 11 月」p99 

また、翼壁の構造形式は、本体の構造形式と同様に下記のスパンを目安として、U型構造ある

いは逆T型構造を選定してもよい。

Ｕ 型  10～20m 
逆Ｔ型  20m以上

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」による。

1:5程度 

壁高＋1.0m以上
又は 
取付水路の護岸の範囲 

5-18



(6) 門柱高さ 

門柱の高さ（操作台上面高）は、ゲート全開時のゲート下端高にゲートの高さ及びゲートの維持

管理に必要な高さ（余裕高）及び操作台の厚さを加えた高さ以上とすることを標準とする。

解説

ゲートの維持管理に必要な高さは、引上余裕高のほか、滑車等の付属品の高さを含んだもの

であり、ローラ及び戸当り部の点検が可能な高さを基本とするが、将来のゲートの取り外しの

有無、水替え等による底版上での維持管理作業の可否を考慮して設定するものとする。

ゲートの維持管理に必要な高さ（余裕高）は、原則として 1m とする。

図 5.2.15 門柱 

出典：「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 

平成9年10月」p63 

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」、「柔構造樋門設計の手

引き 平成 10 年 11 月」による。
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(7) 基礎形式 

水門の基礎は、上部荷重を良質な地盤に安全に伝達する構造として基礎形式を選定するものと

する。

解説

基礎形式には、直接基礎、杭基礎、ケーソン基礎、地盤改良基礎などがあげられる。

基礎形式は、事前の土質調査において、基礎地盤が軟弱地盤か、液状化地盤か、又は透水性

地盤であるかを把握し、支持層までの状態、支持層の状態、地下水の状態や施工条件等を踏ま

え選定する。

接続する海岸堤防の基礎形式も考慮し、一連の構造物として異種の基礎形式を併用しないよ

う留意する。

常時の杭基礎の許容変位は 10mm、地震時（レベル１地震動）及び津波時の杭基礎の許容変位

は 15mm を標準とする。

基礎形式は「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編 Ⅳ下部工編 平成 24 年 3月」を参考に、適切な

形式を選定するものとする。

表 5.2.1 各基礎形式の適用性の目安 

出典：「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編 Ⅳ下部工編 平成 24 年 3月」p613 

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9 年 10 月」による。
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(8) カーテンウォール 

カーテンウォールは、ゲートの代わりとして設置される構造物である。一般に長径間の構造物

となり、また津波外力を受ける構造物であることを考慮し、ゲートと同等以上の安全性を有する

構造として設計するものとする。

解説

水門に設置するカーテンウォールは、ゲートの代わりとして設置されるものであり、ゲート

と同等以上の安全性を有する構造とすることを基本とする。

カーテンウォールの構造形式は、RC 構造，PC 構造が考えられるが、個々の水門の形状、構

造形式、外力条件、施工性、経済性等を考慮して選定しなければならない。

カーテンウォール下端高が計画高潮位より低い場合には、十分な水密性を確保することとし、

計画高潮位とレベル１津波水位の間に位置する場合には、施設管理者と協議し決定するものと

する。

(9) ゲート形式 

水門に設けるゲートは、確実に開閉し、かつ、必要な水密性を有する構造とするものとする。

解説

水門に設けるゲートの形式は、ゲートの規模（径間、高さ、重量等）、ゲートの揚程、ゲート

の開閉速度、緊急遮断装置の設置の必要性、波浪・津波の影響、経済性などを考慮して選定す

る。

水門に設置するゲートは、ローラゲートを標準とし、開閉装置の締切力を期待せず自重によ

り降下できることを原則とする。

ゲートインゲートを採用して、非常時排水が可能となるように考慮する。

・「ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・マニュアル編） 平成 11 年 7月）」、「水門・樋

門ゲート設計要領（案） 平成 13 年 12 月」による。

5-21



(10) 操作室 

水門の操作台には、必要に応じて操作室を設けるものとする。

操作室は、水門本体工と同等の耐震安全性能を確保する。

解説 

水門操作室の耐震安全性は、当該水門本体工の耐震性能に応じ下表により設定する。

表 5.2.2 参考：官庁施設に求められる耐震安全性（耐震安全性の目標） 

出典：「国土交通省 安全な暮らしを支える官庁施設の整備」
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(11) 管理橋 

水門には、原則として管理橋を設けるものとする。

管理橋の幅員は、水門の維持管理上必要な幅、堤防の管理用通路幅等を考慮して決定するもの

とする。

解説 

管理橋の幅員は最小 3.0ｍとし、水門維持管理におけるクレーン作業等の必要性についても考
慮し適切な幅員を設定する。ただし、近傍に管理用通路に代わるべき適当な道路がある場合は

この限りでない。

堤防天端が兼用道路として供用される場合には、道路管理者と協議し適切な幅員を設定す

る。

管理橋の桁下高は、引き上げ完了時のゲート下端高以上とする。

管理橋の設計自動車荷重は 20 トンとし、兼用道路の場合及び河川管理上必要と認められる場
合は 25トンとしてもよい。ただし、管理橋の幅員が 3.0ｍ未満の場合は、この限りでない。

・「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12年 1月」、「道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 Ⅲ
コンクリート橋編 平成 24年 3月」による。

5.3 基礎地盤の検討 

液状化 

水門の基礎地盤については、「河川構造物の耐震性能照査指針 平成 24年 2月」に準拠し、液状化
の検討を行う。

水門の基礎地盤が液状化すると判定される場合には、対策工の必要性を検討し、必要に応じて適切

な対策を講じるものとする。

解説

水門の基礎地盤が液状化した場合には、基礎地盤の強度や支持力が低下し、水門本体の安定性

が損なわれる危険性があるとともに、底版下に空洞が発生し津波襲来時にパイピング等の問題が

発生する危険性がある。

地質調査結果に基づいて基礎地盤の液状化判定を行い、液状化が生じると判定された土層につ

いては、その土質定数の低減や液状化後の地盤の圧密を適切に評価したうえで基礎工の設計を行

うものとし、必要に応じてその対策工を検討する。

液状化対策工の検討は、「深層混合処理工法 設計・施工マニュアル 改訂版 平成 16年 3月」及
び「打戻し施工によるサンドコンパクションパイル工法 設計・施工マニュアル 平成 21年 5月」
等を参考としてよい。

「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」による。
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出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p25 
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出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p26  
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出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p27 
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出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p27 

圧密沈下 

水門の基礎地盤に圧密沈下層が存在する場合には、堤防盛土による周辺地盤の圧密沈下の影響を適

切に考慮するものとする。

圧密沈下の影響が水門に生じる場合には、必要に応じて適切な対策を講じるものとする。

解説

基礎地盤に圧密沈下層（粘性土層）が分布している場合には、堤防盛土載荷により圧密沈下が発

生し、水門基礎への影響が生じる可能性がある。

水門基礎への影響としては、底版下の空洞化、基礎杭への負の周面摩擦力の作用、堤防と水門

との段差の発生などが考えられる。

圧密沈下対策工の検討は、「道路土工 軟弱地盤対策工指針 平成 24年 8月」等を参考とする。
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5.4 構造設計 

津波による水位と荷重 

水門設計に用いる津波による荷重は、堤防のパラペットや胸壁と同様の水位および波圧を考慮する

ものとし、設置場所に応じて適宜設定するものとする。

解説

水門設計に用いる津波はレベル１津波とする。

水位と波圧の扱いは、堤防のパラペットや胸壁と同様とし、設置場所（海岸）等に応じて設定す

る。詳細は、「2.6.3 レベル１津波対策区間における津波高と波圧」に示す。

荷重の組み合わせ 

水門設計に用いる荷重は、本基準に示す荷重ケースを基本とし、個々の施設状況に応じて適切に

設定するものとする。

解説

津波水門の設計では、通常の水門で設定される荷重の組合せに加え、津波の影響を考慮する。

津波の影響を考慮した荷重の組合せは、次表を基本とするが、設計対象水門の構造形式、背後地

盤の状況、高潮による影響等を踏まえ適切に設定する。
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表 5.4.1 設計荷重の例 

（1）荷重一覧表（水流方向） 

検討ケース 

許容応

力度の

割増率 

水位 

自重 
風 

荷重 

上載

荷重 

群衆

荷重 

雪 

荷重 

静 

水圧 

津波

圧 

揚 

圧力 
土圧 

施工

荷重 

衝突

荷重 

門扉

状態 
備考 

下流 

水位 

上流 

水位 

1 常時 1.00 L.W.L L.W.L ● － ● ● ● ● － ● － － － 開 

2 常時＋風荷重 1.25 L.W.L L.W.L ● ● ● ● ● ● － ● － － － 開 
風荷重は上下流

側から 

水

流

方

向

1 高潮時 1.00 
計画 

高潮位 
L.W.L ● － ● ● ● ● － ● － － － 閉 

2 高潮時+風荷重 1.25 
計画 

高潮位 
L.W.L ● ● ● ● ● ● － ● － － － 閉 

風荷重は上下流

側から 

3 地震時 1.50 L.W.L L.W.L ● － ● － ● ● － ● － － － 開 
風荷重は上下流

側から 

4 施工時 1.50 － － ● － － － － － － － － ● － 開 

5 
津波時 

(寄せ波) 
1.50 

L1津波

水位 

水門 

敷高 
● － － ● ● ● ● ● － － △ 閉 

広域地盤沈下量

1.0m考慮 

凡例：●考慮、△必要に応じて考慮

（2）荷重一覧表（水流直角方向） 

検討ケース 

許容応

力度の

割増率 

水位 

自重 
風 

荷重 

上載

荷重 

群衆

荷重 

雪 

荷重 

静 

水圧 

津波

圧 

揚 

圧力 
土圧 

施工

荷重 

衝突

荷重 

門扉

状態 
備考 

河川内 
背面 

水位 

水

流

直

角

方

向

1 常時 1.00 L.W.L R.W.L ● － ● ● ● ● － ● ● － － 開 

2 常時＋風荷重 1.25 L.W.L R.W.L ● ● ● ● ● ● － ● ● － － 開 
風荷重は上下流

側から 

3 地震時 1.50 L.W.L R.W.L ● － ● － ● ● － ● ● － － 開 

ゲート荷重状況よ

り、慣性力は左右岸

側から 

4 施工時 1.50 － 
(仮締切り

対象水位)
● － － － － － －  ● ● － 開 

凡例：●考慮、△必要に応じて考慮

（3）荷重一覧表（水流方向、水流直角方向） 

検討ケース 
許容応力度 

の割増率 

ゲート 

自重 

開閉機 

自重 

巻上荷重 
風荷重 

群衆 

荷重 
雪荷重 

静水圧 

(津波) 

地震 

慣性力 

温度 

応力※1 備考 
定格 最大 

水

流

方

向

1 常時 1.00 － ● ● － － ● ● － － － 

2 常時＋風荷重 1.25 － ● ● － ● ● ● － － － 
風荷重は上下流

側から 

3 津波時 1.50 － ● － － － ● ● ● － － 

4 地震時 1.50 ● ● － － － － ● － ● － 
慣性力は上下流

側から 

水

流

直

角

方

向

1 常時 1.00 － ● ● － － ● ● － － － 

2 
常時＋温度変化※1 

(±15°) 
1.15 － ● ● － － ● ● － － ● 

3 常時＋風荷重 1.25 － ● ● － ● ● ● － － － 
風荷重は 

両岸から 

4 
常時＋温度変化※1 

(±15°)＋風荷重 
1.35 － ● ● － ● ● ● － － ● 

風荷重は 

両岸から 

5 地震時 1.50 ● ● － － － － ● － ● － 

6 
地震時＋温度変化※1 

(±15°) 
1.65 ● ● － － － － ● － ● ●  

凡例：●考慮、※1ラーメン構造の場合に考慮
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留意点 

水門の設計においては、「改訂新版 河川砂防技術基準（案）同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10月」、「柔
構造樋門設計の手引き 平成 10 年 11 月」、「土木構造物設計マニュアル（案） 樋門編 平成 13 年
12月」に記載されている許容値等を用いるものとする。

5.5 耐震性能照査 

適用基準 

水門の耐震性能照査は、レベル１地震動及びレベル２地震動を対象に実施するものとし、「河川構

造物の耐震性能照査指針 平成 24年 2月」に基づくものとする。

解説

「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ共通編 Ⅳ水門・樋門及び堰編 平成 24年 2月」に
準じる。

津波及び地震に対する照査 

水門は、レベル２ 地震動に対して塑性変形を許容するが、その後に来襲する津波荷重に対しては

許容応力度内（割増し係数 1.5）に収まることを照査するものとする。

解説

レベル２地震動により塑性変形した部材に対して作用する津波荷重については、部材の復元力

特性を完全弾塑性型と仮定し、部材の許容応力度内（割増し係数 1.5）に収まる設計をするものと
する。
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耐震性能 

水門は、治水上重要な施設と位置付け、レベル 1 地震動に対して耐震性能１を確保し、レベル２
地震動に対して耐震性能２を確保する。

解説

レベル１津波堤防区間においては、設置される堤防がレベル２地震動を想定外力とした耐震性

能を有することとなるため、同区間に設置する水門についても同様の耐震性能照査を行うものと

する。

レベル１地震動に対しては、すべての水門について、健全性を損なわない性能（耐震性能１）を

有していることが必要である。

レベル２地震動に対しては、地震後において想定する津波水位に対して水門としての機能を保

持する性能（耐震性能２）を有していることが必要である。

耐震性能照査の手法と項目 

耐震性能照査の手法は、以下のとおりとする。

レベル１地震動においては、震度法に基づき行う。

レベル２地震動においては、地震時保有水平耐力法に基づき行う。

耐震性能照査の項目と内容は、耐震性能に応じて次のように設定する。

表 5.5.1 耐震性能照査の項目と内容 

項目
レベル１地震動

（耐震性能 1）
レベル２地震動

（耐震性能 2）

堰柱

・堰柱に生じる応力度が許容

応力度以下であること。

・地震時保有水平耐力が、作用する慣性力を下回らないこと。

・残留変位が、ゲートの開閉性から決定される許容残留変位以

下であること。

基礎

・基礎に生じる応力度が許容

応力度以下であること。

・支持、転倒及び滑動に対し

て安定であること。

・基礎の変位が許容変位以下

であること。

・原則として、地震時に降伏に達しないこと。

・水平震度に対して十分大きな地震時保有水平耐力を有してい

る場合、又は、液状化の影響がある場合等のやむを得ない場

合には、基礎に塑性化が起きることを考慮しても良い。この

場合には、基礎の応答塑性率及び応答変位が、それぞれ許容

塑性率及び許容変位以下となること。

・液状化が生じると判定された場合には、液状化が生じないと

きの照査も行い、いずれか厳しい方の結果を用いること。

ゲート

・部材に生じる応力度が許容

応力度以下であること。

・残留変位が、ゲートの開閉性から決定される許容残留変位以

下であること。（原則として、部材に生じる応力度が許容応

力度以下であることを照査しても良い。）

堰柱

床版

・曲げモーメント、せん断力

及び押し抜きせん断力に対

して必要な部材厚を有する

こと。

・曲げモーメント、せん断力及び押し抜きせん断力に対して必

要な部材厚を有すること。
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解説

水門の耐震性能照査方法については、「地震時保有水平耐力法に基づく水門・堰の耐震性能照査

に関する計算例 平成 20年 3月」を参考としてよい。

「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅳ.水門・樋門及び堰編 平成 24年 2月」による。

5.6 景観への配慮 

「宮城県沿岸域河口部・海岸施設復旧における環境等への配慮の手引き 平成 24年 3月」を参考に、
景観・環境・利用に関する配慮を行うこと。
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5.7 参考資料 

許可工作物技術審査の手引き（水門） 
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